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１　はじめに

　下水道や戸別合併処理浄化槽等の普及により、多摩

川をはじめ、多くの河川の水質は30～40年前と比べる

と、大幅に改善され、ＢＯＤの環境基準をすでに達成

したか、または達成しつつある状況にある。その結果

を受けて、多摩川中流部ではより上位の環境基準に改

定された。しかし、河川の水質はまだいくつかの課題

が残されている。一つは、下水処理場や浄化槽等の放

流水に残存する内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）

が河川や海域に生息する魚類に対して生殖異変を引き

起こしているのではないかという問題である。また、

ＢＯＤでは計測されない有機物質（難分解性有機物質）

が放流水に残存しており、それが河川を流下して水道

浄水場に取り込まれると、浄水場の塩素処理で（発が

ん性が憂慮される）トリハロメタン等の有機ハロゲン

物質を生成することも懸念されている。

　かつての清浄な河川や海域を取り戻していくために

は、内分泌かく乱化学物質や難分解性有機物質なども

十分に除去することが可能な処理技術を開発していく

ことが必要である。本研究では、戸別合併処理浄化槽

やコミュニティプラントといった小規模生活排水処理

施設を念頭において、内分泌かく乱化学物質や難分解

性有機物質、更にＢＯＤやＣＯＤ、窒素、りん等の一

般項目の除去率も高い処理技術を見い出すことを目的

として、住宅団地の汚水処理施設内で現場実験を行っ

た。2000～2001年度の約２年間の現場実験によってい

くつかの知見が得られたので、その結果を報告する。

２　方　法

　実験装置および調査対象施設の概要

　既報1）,2）のとおり、都市基盤整備公団八潮団地（埼

玉県八潮市）の汚水処理場内に設置してある実験装置
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　現場の実験装置を用いて土壌生物処理、生物膜処理、活性汚泥処理の３方法について各種汚染物質の除去特性を

調べた。その結果、主に次のことが明らかになった。

①　環境ホルモンに関しては土壌生物処理がエストロジェンに対して他の処理方法よりはるかに優れた除去能を示

した。

②　有機物質についても土壌生物処理が全般的には他の２方法に比べて優れた除去能を示した。その差はＢＯＤが

最も大きく、次いでＣＯＤ、ＴＯＣであった。

③　土壌生物処理３槽のうち、１槽は土壌層下部に硫黄と炭酸カルシウムを加えて硫黄酸化菌による脱窒素の機能

を付加した。この槽では予想どおり、ＮＯx-Ｎが還元され、他の２方法と同レベルまで処理水のＴ－Ｎを低減さ

せることができた。
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を使用し、同処理場の原水槽から汚水を導いて処理実

験を行った。処理方式は一つが土壌生物処理、もう一

つが嫌気・好気生物膜処理である。その他に、活性汚

泥処理を行っている同処理場も調査対象とし、土壌生

物処理、生物膜処理、活性汚泥処理という三種類の処

理技術について内分泌かく乱化学物質等の除去特性を

調べることにした。ただし、生物膜処理の実験施設は

2001年９月から別の目的の実験研究（生物活性炭処理）

に使うことになり、同年８月までの実験となった。

　これら三つの施設を対象として、原則として３週間

に一度、原水、処理工程水、処理水をスポット採水し

て水質分析を行った。各施設の概要は次のとおりであ

る。それらの構造を図１に示す。

ア　土壌生物処理

　汚水を沈殿分離槽に送り、沈殿分離槽通過後の上澄

液を中継ポンプで土壌処理槽に送った。土壌処理槽で

汚水中の有機物質等は土壌に吸着され、それを土壌層

内の浄化微生物が分解する。土壌処理槽の土壌の大半

は黒ボク土で、一定の透水性を確保するため、マサ土

（砂質土壌）が混合されている。土壌層内を常に好気

状態に維持するように４時間おきの断続送水にすると

ともに、送風ファンで土壌層に空気を送るようにした。

沈殿分離層の堆積汚泥は１年に概ね１回排出した。

　土壌処理槽は３槽に分かれ、Ａ、Ｂ槽は土壌層を１

段、Ｃ槽は処理水量を倍増するため、２段重ねにした。

ただし、Ｃ槽は途中で製作上の問題により短絡流が生

じたため、本報告ではＡ、Ｂ槽の結果のみを示す。図

１のとおり、Ａ槽は土壌層のみによる処理であるが、

一方、Ｂ槽は脱窒素の機能をもたせるため、硫黄と炭

酸カルシウムを土壌層の下部土壌に混合し、硫黄酸化

菌による硝酸・亜硝酸の還元が行われるようにした。

更に、それらの還元で生じる窒素ガスを排出できるよ

うにガス抜きシートを敷いた。土壌生物処理の実験装

置を設置したのは1997年12月で、2000年９月に上記の

改造を行った。

イ　嫌気・好気生物膜処理

　汚水を嫌気ろ床槽、接触酸化槽第１室、同第２室、

沈殿槽に順次通して、嫌気・好気の生物膜処理を行っ

た。また、硝酸・亜硝酸の還元のため、エアリフトポ

ンプで沈殿槽の底部から処理水量の４～５倍の水量を

嫌気ろ床槽の前に循環した。嫌気ろ床槽と接触酸化槽

の接触材には、りんの除去を目的にして、ケイ酸カル

シウムを主成分とするものを使用した。これは、軽量

気泡コンクリートの廃材を粉砕して粒状にし、ロール

状に加圧成形したもので、この接触材を９個単位でひ

もに数珠状につないで、各槽に懸下した。１日に１回

図１　各処理施設の構造



東京都環境科学研究所年報　2002

－115－

各槽を逆洗して接触材の表面が徐々に剥離するように

し、逆洗時に各槽の懸濁水をエアリフトポンプで汚泥

貯留槽に送るようにした。汚泥貯留槽の堆積汚泥は１

年に概ね１回排出した。

ウ　活性汚泥処理

　汚水処理場の処理方式は長時間ばっ気式の活性汚泥

処理で、ばっ気槽のMLSS（混合液浮遊物質濃度）は

平均で約3000mg／Ｌである。同処理場は沈殿槽から

の引抜汚泥を加圧浮上で濃縮した後、ベルトプレス脱

水機で脱水し、場外処分を行っている。

　運転条件

　実験装置および汚水処理場の運転条件は表１のと

おりである。実験装置の原水は汚水処理場の微細スク

リーンを通過した流入汚水で、一般家庭の汚水の排出

特性に合わせ、朝と夕方に原水の流入を集中させるよ

うに１日に18回に分けて送水した。処理日数は土壌生

物処理が土壌層１段の場合は約10日、２段重ねの場合

は約６日、生物膜処理が約４日、活性汚泥処理が約２

日である。

　分析の方法

ア　内分泌かく乱化学物質

　内分泌かく乱化学物質については既報3）の図１のフ

ローで試料の濃縮を行った上で、次の項目を分析した。

・17β－エストラジオール

・エストロジェン総合作用強度

　17β－エストラジオール（以下、エストラジオー

ルという）は女性ホルモンとしての作用強度が最も

大きい天然エストロジェンである。エストラジオー

ルはELISA法（抗原抗体反応を利用した酵素免疫

法）で測定した。ELISA法の分析には TAKEDA17β

-Estradiol ELISAキットを用いた。

　エストロジェン総合作用強度は天然エストロジェン

と、女性ホルモン作用を持つ人工化学物質の総合的な

作用強度を示すもので、Brunel大学の遺伝子組み換え

酵母法を用いて測定した。その測定手順は既報3）のと

おりである。この作用強度はエストラジオール換算濃

度で表示した。

イ　一般項目

　次の項目をＪＩＳに準じて分析を行った。

ＢＯＤ、C-ＢＯＤ（硝化を抑制したＢＯＤ）、ＣＯＤ、

ＴＯＣ、 254nm紫外部吸光度（1cmセル） 、Ｔ－Ｎ、

ＮＨ4-Ｎ、ＮＯx-Ｎ、Ｔ－Ｐ、ＰＯ4-Ｐ

ウ　トリハロメタンおよびＴＯＸの生成能

　トリハロメタン生成能と全有機ハロゲン（ＴＯＸ）

生成能は上水試験方法に準じて測定した4）。トリハロ

メタン４成分（クロロホルム、ブロモジクロロメタン、

ジブロモクロロメタン、ブロモホルム）はn-ヘキセン

抽出・ガスクロマトグラフによって、ＴＯＸはＴＯＸ

計によって分析した。

３　結　果

　水温の変化

　活性汚泥処理施設は半地下であるのに対して、実験

装置２基は地上置きであるため、外気温の影響を受け

やすく、冬期は水温が著しく低下した。土壌処理槽に

充填している土壌は水に比べて比熱が小さいため、外

気温の影響が大きい。そこで、土壌処理槽は冬期（12

月中旬～３月中旬）は送風ファンを取り外して布団乾

燥用の温風機から送風するようにした。それでも、図

２のとおり、土壌生物処理の水温は５℃程度まで低下表１　実験装置および調査対象施設の運転条件

図２　水温の経時変化
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した。厳冬期の水温は生物膜処理が約６℃、活性汚泥

処理が約14℃であった。浄化微生物は水温が10℃を下

回ると、活性が大きく低下するので、それに対応する

ために、冬期に限り、土壌生物処理と生物膜処理は原

水の送水量を半減するようにした。ただし、実際の施

設では土壌生物処理も生物膜処理も地下に設置され、

最低水温が通常は15℃程度にとどまるので、浄化微生

物の活性が大きく低下する問題はない。なお、市販さ

れる浄化槽の評定試験においては最低温度が13℃とい

う条件で処理性能を判断することになっている。

　内分泌かく乱化学物質

　３施設処理水のエストラジオールおよびエストロ

ジェン総合作用強度の経時変化を図３、４に、処理水・

流入水の各水質項目の平均値を表２に示す。活性汚泥

処理のエストラジオール、エストロジェン総合作用強

度は通常は数ng/Ｌ以下であるが、時には10ng/Ｌを

超えることもあった。生物膜処理も数ng/Ｌから6ng/

Ｌまでの間を変動した。それに対して土壌生物処理は

ほぼ1ng/Ｌ以下であり、活性汚泥処理や生物膜処理

に比べて十分に低い値を示した。

　なお、エストラジオールはエストロジェン総合作用

強度の一部を構成するものであるので、前者は後者よ

り小さい値になるはずであるが、生物反応を利用した

ELISA法や酵母法の測定法の限界があって、一部の

データでは逆転現象が生じている。

　有機物質

　３施設処理水のＢＯＤ、C-ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＴＯ

表２　各処理施設の処理水質と流入水質
（2000.9～2002.2の平均）

図３　17β－エストラジオールの経時変化

図４　エストロジェン総合作用強度の経時変化

図５　BODの経時変化

図６　C－BODの経時変化
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Ｃ、254nm吸光度の経時変化を図５～９に示す。活

性汚泥処理と生物膜処理はＢＯＤが10mg/Ｌ、C-ＢＯ

Ｄが8mg/Ｌを超える期間が時折あるのに対して、土

壌生物処理のＢＯＤ、C-ＢＯＤはＡ槽、Ｂ槽ともほ

ぼ2mg/Ｌ以下であり、ＢＯＤに関しては土壌生物処

理が格段に優れた除去能を示した。ＣＯＤに関して

は、活性汚泥処理と生物膜処理が15～20mg/Ｌ以上に

なることが度々あるのに対して、土壌生物処理は概ね

10mg/Ｌ以下であり、ＢＯＤほどではないが、優れた

除去能を示した。

　次に、ＴＯＣに関しては、活性汚泥処理と生物膜

処理は10mg/Ｌを超えるか、それに近い値を示す期間

があるのに対して、土壌生物処理は概ね6mg/Ｌ以下

の値を示した。しかし、前二者との差はＣＯＤよりも

小さかった。254nm吸光度は不飽和結合を有する有機

物質の指標で、主にフミン質等の難分解性有機物質を

表す。254nm吸光度に関しては土壌生物処理は均して

みれば他の２方法よりやや低い値を示す程度で、土壌

生物処理の優位性はＴＯＣより更に明確ではなくなっ

た。活性汚泥処理と生物膜処理は同程度の値であった。

　トリハロメタン生成能とＴＯＸ生成能

　３施設処理水のトリハロメタン生成能とＴＯＸ生成

能の経時変化を図10、11に示す。トリハロメタン生成

能については土壌生物処理は均してみれば、他の２方

法より少し低い程度の値であった。活性汚泥処理と生

物膜処理は同程度の値を示した。もともと、トリハロ

メタンを生成する有機物質の多くは254nm吸光度にか

かるものであるから、トリハロメタン生成能は254nm

吸光度に近い傾向を示した。

　一方、ＴＯＸ生成能については土壌生物処理が500

μg/Ｌ以下の値を示すのに対して、活性汚泥処理と

生物膜処理は時には600～700μg/Ｌ以上の値を示す

図７　CODの経時変化

図８　TOCの経時変化

図９　254nm吸光度の経時変化

図10　トリハロメタン生成能の経時変化 図11　TOX生成能の経時変化
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こともあり、土壌生物処理の優位性は明らかであった。

ただし、土壌生物処理と他の２方法との差はＴＯＣ並

みであり、ＢＯＤのように大きな差はみられなかった。

　窒素とりん

　３施設処理水のＮＨ4-Ｎ、ＮＯx-Ｎ、Ｔ－Ｎ、Ｔ－

Ｐの経時変化を図12～15に示す。

　ＮＨ4-Ｎは３施設とも一時期を除けば、2mg/Ｌ以

下の値を示しており、いずれも硝化がよく進行して

いる。ＮＯx-Ｎに関しては土壌生物処理Ａのみが概ね

20～30mg/Ｌで、格段に高い値を示し、土壌生物処理

Ｂと活性汚泥処理は10mg/Ｌ以下、生物膜処理は10数

mg/Ｌ以下であった。土壌生物処理Ａは一般の土壌処

理と同様、ＮＯx-Ｎを還元する機能がほとんどない。

この問題点を克服するため、硫黄酸化菌による脱窒素

の機能を付加したのが土壌生物処理Ｂであり、他の処

理法と同レベルまでＮＯx-Ｎを低減する効果が得られ

た。Ｔ－ＮのほとんどはＮＯx-Ｎで構成されているの

で、Ｔ－Ｎの傾向もＮＯx-Ｎと同様であった。土壌生

物処理Ａは概ね20～30mg/Ｌ、土壌生物処理Ｂと活性

汚泥処理は10mg/Ｌ以下、生物膜処理は15mg/Ｌ以下

であった。

　Ｔ－Ｐに関しては土壌生物処理が0.1mg/Ｌ以下の

値を維持した。活性汚泥処理と生物膜処理は変動が大

きく、概ね1.0～2.0mg/Ｌであり、土壌生物処理がと

りわけ低い値を示した。

４　考　察

　内分泌かく乱化学物質

　土壌生物処理はエストロジェンに対して他の処理方

法よりはるかに優れた除去能を示した。活性汚泥処理

の場合は別報5）のとおり、エストロジェンは汚泥に移

行する部分が非常に少なく、ほとんどがばっ気槽内で

の分解で除去される。エストロジェンの分解が微生物

分解か酵素分解か或いは他の分解機構によるのかは不

明であるが、ばっ気槽での処理時間が長いほど、エス

トロジェンはよく分解される傾向がある。調査対象の

活性汚泥処理はこの処理時間が約30時間もあるので、

普段は処理水のエストロジェン濃度が低いが、何らか

の要因で時折、上昇することがある。生物膜処理も同

様に、好気槽でエストロジェンの分解が進むと考えら

れる。この場合も好気槽での処理時間が約40時間もあ

図12　NH4-Nの経時変化

図13　NOx-Nの経時変化

図14　T－Nの経時変化

図15　T－Pの経時変化
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るので、処理水のエストロジェン濃度が通常は低いが、

時折上昇する。

　一方、土壌生物処理においては、土壌中の腐植物質

が活性炭と同様の吸着作用を持つので、エストロジェ

ンのような疎水性物質は、最初に土壌成分に吸着され、

その後、微生物分解や酵素分解等を受けると考えられ

る。土壌生物処理の除去率が非常に高いのは、活性汚

泥処理等と異なり、エストロジェンが土壌成分に一度

吸着されてから時間をかけて分解されるからだと推測

される。この点で、土壌生物処理はエストロジェンの

除去に適した方法であるといえる。

　有機物質

ア　有機物質の指標と除去の機構

　まず、有機物質の指標の意味と除去の機構について

予備的な考察を行う。

　ＢＯＤ等の有機物質の各指標が意味するところは次

のとおりである。有機物質には生物によって分解され

やすい易分解性有機物質と分解されにくい難分解性有

機物質がある。後者は長い時間をかければ分解できる

ものからほとんど分解できないものまである。ＢＯＤ

は易分解性有機物質の指標であり、ＣＯＤは酸化剤（過

マンガン酸カリウム）によって分解可能な有機物質を

示し、有機物質全体は表していない。その中には、易

分解性と難分解性の両方が含まれているけれども、処

理水のＣＯＤがＢＯＤの数倍以上の値を示すことか

ら、後者の割合がかなり高いと考えられる。ＴＯＣは

易分解性、難分解性を含めて有機物質全体を表す指標

であり、254nm吸光度は二重結合、三重結合などの不

飽和結合を有する有機物質を表す指標で、そのほとん

どは難分解性有機物質である。 

　３つの処理方法は有機物質に対する処理の機構が

それぞれ異なる。土壌生物処理の場合は土壌成分が有

機物質を吸着した後、土壌微生物がそれをゆっくりと

分解する。生物膜処理の場合は接触材の表面に付着し

た微生物が、そして、活性汚泥処理の場合はばっ気槽

に浮遊している活性汚泥中の微生物が有機物質を捕捉

した上で分解する。生物膜法は微生物の構成が多様か

つ有機的で、細菌類が原生動物、更に後生動物に捕食

されて段階的な分解が進むのに対して、活性汚泥法の

場合は原生動物等が少なく、細菌類がほとんどを構成

する。そのこともあって、活性汚泥処理は汚泥発生量

が多く、処理水量１Ｌあたり100mg程度の汚泥固形量

が発生するのに対して、生物膜処理は数十mgである。

土壌生物処理の汚泥発生量は後者と同程度である。

イ　３方法の比較

　ＢＯＤ等の有機物質に対する除去能は全般的には土

壌生物処理が他の２方法と比較して優れていたが、有

機物質の指標によってはその差はわずかなものとなっ

た。また、活性汚泥処理と生物膜処理の除去能はい

ずれの指標も同程度であった。生物膜法は活性汚泥法

に比べて汚泥発生量がはるかに少ないので、その差の

有機物質は分解されなければ、難分解性有機物質とし

て処理水に混入するはずである。しかし、実際に生物

膜法の難分解性有機物質は活性汚泥法と同程度であっ

た。これは、アで述べた段階的な分解や嫌気・好気の

二段処理が難分解性有機物質を活性汚泥法並みまで分

解するからだと考えられる。

　土壌生物処理と他の２方法との差はＢＯＤが最も大

きく、次いでＣＯＤ、ＴＯＣ、254nm吸光度の順序で

あった。この結果は、土壌生物処理の除去能が易分解

性有機物質に対して最も大きいこと、難分解性有機物

質の中でもＣＯＤにかかるものは除去能が比較的大き

く、254nm吸光度にかかるものは相対的に除去能が小

さくなること、そして、有機物質全体を表示するＴＯ

ＣはＢＯＤ、ＣＯＤ、254nm吸光度の平均的な除去能

を示したことを意味する。土壌生物処理を始めてから

の約２年間の実験では254nm吸光度についても他の２

方法に対する優位性が大きかったが2）、３～４年目は

その差が小さくなった。

　土壌生物処理において難分解性有機物質の除去能が

１～２年目と比べて低下したのは、難分解性有機物質

のうち、分解が困難なものは当初は土壌成分に吸着さ

れていたが、次第にその吸着座が飽和してきたことを

示唆している。しかし、難分解性有機物質のうち、分

解が可能なものに対しては他の２方法と同程度の分

解力を維持している。そして、有機物質を土壌成分に

吸着した上で微生物が分解するという分解機構がＢＯ

Ｄ・ＣＯＤの起因有機物質に対して有効に働き、ＢＯ

ＤやＣＯＤを活性汚泥法や生物膜法よりかなり低い濃

度まで低減させる効果を発揮した。

　以上のとおり、254nm吸光度にかかる難分解有機物

質については差が顕著ではないが、有機物質全体の除
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去技術として最も優れた方法は土壌生物処理である。

　トリハロメタンとＴＯＸの起因物質

　浄化槽等の放流地点より下流に水道浄水場がある場

合は浄水場での塩素注入でトリハロメタン等の有機ハ

ロゲン物質が生成される。水道の水質基準は消毒副生

成物の有機ハロゲン物質としてトリハロメタンとその

４成分の他に、監視項目としてジクロロ酢酸、トリク

ロロ酢酸、ジクロロアセトニトリル、抱水クロラール

の指針値を定めているが、浄水場での塩素処理で生成

される有機ハロゲン物質の種類はこれにとどまらず、

何十、或いは百を超えるとされている。そこで、本研

究では試料に塩素を加えてトリハロメタンの生成能の

他に、有機ハロゲン物質の総量を示すＴＯＸの生成能

も調べた。

　ＴＯＸの生成能については土壌生物処理が最も高

い除去能を示し、生物膜処理と活性汚泥処理はＴＯＸ

生成能の差があまりなかった。一方、トリハロメタン

生成能については土壌生物処理の優位性は明確ではな

かった。ＴＯＸは有機物質全体から生成されるもので

あるのに対して、トリハロメタンを生成するのは主に

254nm吸光度にかかる難分解性有機物質であるから、

これらの生成能の除去特性はで述べた土壌生物処理

の有機物質の除去特性を反映している。

　窒　素

　土壌中には硝化菌が十分に生息しているので、土

壌処理は一般に、土壌生物処理Ａと同様、ＮＨ4-Ｎを

ＮＯx-Ｎに酸化できるけれども、生成されたＮＯx-Ｎ

を還元する機能がほとんどないため、処理水のＴ－Ｎ

が非常に高い。この問題点を克服するため、土壌生物

処理Ｂでは硫黄酸化菌を使ってＮＯx-Ｎを還元する機

能を付加した。硫黄酸化菌は硫黄等を硫酸に酸化する

時に得られるエネルギ－で増殖する独立栄養性細菌で

あって、酸素のある状態では酸素を使って硫酸を生成

し、酸素のない状態ではＮＯx中の酸素を使う。この

時にＮＯx-Ｎは窒素ガスに還元される。通常の脱窒素

菌は従属栄養性細菌であって、増殖に必要な有機物質

がないと、ＮＯx-Ｎの還元ができない。一般に土壌処

理が脱窒素の機能を持たないのは、土壌中でＮＯx-Ｎ

が生成された後の状態では利用可能な有機物質がほと

んどなくなっているからである。

　硫黄酸化菌が増殖できるように、土壌層の下部に粉

末の硫黄と炭酸カルシウムを土壌と混ぜた層をつくっ

た。炭酸カルシウムは、生成される硫酸を中和するた

めと、独立栄養性細菌の増殖に必要な炭酸を供給する

ために必要なものである。硫黄酸化菌によるＮＯx-Ｎ

還元の反応式から計算して6）、硫黄と炭酸カルシウム

の比は１：３であるので、その比で４～５年分の脱窒

素に必要な量の硫黄と炭酸カルシウムを土壌層下部の

土壌に混合した。更に、生成された窒素ガスを大気中

に逃がすため、ガス抜きシートをその上下に敷いた。

　この脱窒素効果により、土壌生物処理Ｂでは処理

水のＴ－Ｎが10mg/Ｌを下回り、他の２方法と同程度

の値が得られた。ただし、長期的な脱窒素機能をもた

せるためには硫黄・炭酸カルシウム混合土壌の層厚を

もっと厚くする必要がある。

　なお、活性汚泥処理の場合は主にばっ気槽前半部で、

生物膜処理の場合は嫌気ろ床槽で、流入水中の有機物

質を栄養源として従属栄養性細菌による脱窒素が行わ

れる。

　り　ん

　土壌生物処理は他の二方法と比べてＴ－Ｐがはるか

に低い値であった。土壌のりん固定は、土粒子の成分

である活性鉄および活性アルミニウム等による物理化

学的吸着と、土壌微生物によるりんの固定がある。り

ん吸着テストのデータを使って、実験で用いた黒ボ

ク土層の厚さから前者による吸着持続年数を求める

と7）、有効機能率を100％とした場合は９年間となる。

これに、土壌微生物によるりん固定が加わる。土壌微

生物は有機物質を分解する際に、りんを捕捉して、リ

ン酸エステルであるイノシトールリン酸を生成する
8）。イノシトールリン酸はアルミニウム、鉄、カルシ

ウムなどと低溶解性の塩を形成して土壌に固定され

る。ただし、この有機態りんがどこまで安定したもの

であるかは不明である。長期間の運転を続けると、前

者の機能はいずれ小さくなり、後者が中心となる。Ｔ

－Ｐ0.1mg/Ｌ以下という低いレベルを続けることが

どれ位の期間可能なのか、また、その後、Ｔ－Ｐがど

の程度の値になるかについては長期的な実験が必要で

ある。

　なお、活性汚泥処理の場合はりん除去の中心は微生

物によるりんの取り込みであり、生物膜処理の場合は

接触材にケイ酸カルシウムを用いているので、カルシ
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ウムとの反応による不溶性の塩の生成であると考えら

れる。

　総合評価

　三つの処理方法の結果を比較したところ、他の方法

と同等程度の水質項目もあったが、全般的に優れた除

去効果を発揮したのは土壌生物処理であった。内分泌

かく乱化学物質も、ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＴＯＣ、ＴＯＸ

生成能、Ｔ－Ｐも土壌生物処理が最も良好な水質を示

した。トリハロメタン生成能とＢ槽のＴ－Ｎは他の２

方法と同程度であった。ただし、Ｔ－ＰとＴ－Ｎにつ

いては長期的な検討が必要である。

　土壌生物処理には長所と短所がある。電力消費量が

非常に小さく、汚泥発生量も少ないので、維持管理費

があまりかからない。電力消費の主な部分は土壌層へ

送風する小さなファンであるから、生物膜法などと比

べると、１／５以下である。一方で大きな容量を必要

とする。土壌生物処理で今回の実験条件よりも送水量

を増やすと、土壌層の最上部が嫌気状態となって、確

実に目詰まりを起こす。沈殿分離槽も含めた処理日数

は約10日、土壌層を二段重ねにすれば、約６日必要で

ある。生物膜法が約４日であるから、その1.5倍の容

量が必要である。ただし、地下に設置するので、地上

部分を花壇等に使えば、場所の問題は解決できる。小

規模生活排水の処理方法として普及を図ることは可能

と考えられる。

５　おわりに

　埼玉県八潮団地汚水処理場に設置してある実験装置

２基と同処理場の処理施設を対象として、土壌生物処

理、生物膜処理、活性汚泥処理の３方法について各種

汚染物質の除去特性を調べた。２年間の実験・調査の

結果、主に次のことが明らかになった。

①　環境ホルモンに関しては土壌生物処理がエストロ

ジェンに対して他の処理方法よりはるかに優れた除

去能を示した。これは、エストロジェンが土壌に一

度吸着された上で時間をかけて分解されるという土

壌生物処理の除去特性によるものと考えられる。

②　有機物質についても土壌生物処理が全般的には他

の２方法に比べて優れた除去能を示した。その差は

ＢＯＤが最も大きく、次いでＣＯＤ、ＴＯＣであり、

不飽和結合を有する有機物質の指標である254nm 

吸光度は差がほとんどなかった。これは、易分解性

および難分解性有機物質に対する土壌生物処理の除

去特性によるものである。

③　ＴＯＸ生成能についても土壌生物処理は他の２

方法に比べて良好な除去能を示したが、トリハロメ

タン生成能については他の２方法との差が小さかっ

た。

④　土壌生物処理のうち、Ｂ槽は土壌層下部に硫黄と

炭酸カルシウムを加えて硫黄酸化菌による脱窒素の

機能を付加した。このＢ槽では予想どおり、ＮＯx-

Ｎが還元され、他の２方法と同レベルまで処理水の

Ｔ－Ｎを低減させることができた。

⑤　りんについては土壌生物処理が他の２方法に比し

て格段に低いＴ－Ｐを示したが、今後、これがどの

ように推移していくかについては長期的な実験が必

要である。

⑥　活性汚泥処理と生物膜法は各水質項目とも、処理

水質に大きな差がなかった。
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Summary

　Contaminant removal characteristics of soil biologic, biofilter and activated sludge treatment methods of 

household wastewater were investigated using the experiment plants on site. The following results were mainly 

clarified.

　Soil biologic treatment method showed the excellent ability of estrogen removal farther than other two 

treatment methods. 

　Also, soil biologic treatment method showed the excellent ability of the organic substances removal 

compared with other two methods. The difference of soil biologic and the other two treatment methods had 

the largest in BOD and subsequently it was the order of COD and TOC. 

　To one of the three soil biologic treatment tanks, both sulfur and calcium carbonate were added to the lower 

soil layer to activate sulfur-oxidizing bacilli for nitrogen removal. It was found that these additions resulted in 

NOx-N being deoxidized and the T-N concentration of the treated water dropping to the level of the other two 

treatment methods.

Keywords：on-site household wastewater treatment plant, soil biologic treatment, bio-filter treatment,

　　　　　  activated sludge treatment, endocrine disrupters , TOX formation potential


